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令和７年１０月３１日  

 

 

日光市議会議長 齋 藤 文 明 様  

 

日光市議会議員  髙見 尚希   

 

 

議 員 派 遣 報 告 書 

 

 

目  的  

（会議等の名称）

人口減少社会における出産と子ども･子育て支援政策の問

題点と課題  

会議等の  

主催者の名称  

地方議員研究会  

場  所  

名称等：リファレンス西新宿大京ビル  

 

住 所：新宿区西新宿７丁目２１－３  

期  間  令和７年１０月３０日（木）  

会議等の内容  別紙資料のとおり  

会議等の  

所感・成果等  

 １９４７年～１９４９年の第一次ベビーブーム（合計特

殊出生率４．３２）、１９７１年～１９７４年の第二次ベビ

ーブーム（合計特殊出生率２．１４）、１９６６年「ひのえ

うま」（合計特殊出生率１．５８）。１９９０年「ひのえう

ま」の合計特殊出生率を下回る、１．５７ショックから、

国の子育て支援策がスタートするものの、２０１９年に出

生数が８６万５，２３９人「８６万ショック」と過去最少

となり、２０２０年５月２９日に「少子化社会対策大網」

を閣議決定し、人口減少対策に厚みを増すも合計特殊出生

率は、２０２４年１．１５となる。  
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このような変化のなか、国は、こども未来戦略を加速す

る施策を展開し、  

１，若い世代の所得向上に向けた取り組み（賃上げ、労働

市場改革、推進児童手当の拡充、妊娠･出産時からの支援強

化、出産時の経済的負担の軽減、高等教育費の負担軽減を

拡充等）  

２，すべてのこども･子育て世帯を対象とする支援の拡充

（こども誰でも通園制度等）  

３，共働･共育ての推進（男性の育児休業取得、柔軟な働き

方の推進等）  

の施策を３．６兆円の歳出予算を計上し、人口減少対策を

展開する。正確なデータとよくまとめられた情報を紹介さ

れることから、自身で考えることを促すような講義内容で

あった。  

 

自身で考える講義である中でも、人口減少対策のポイン

トとして紹介したであろうことは、国の施策の狙いに重複

することであるが、  

・正規雇用、非正規雇用（生涯所得）  

・ワークライフバランス  

・晩婚化、晩産化、少産化  

・共子育ての必要性  

であったのかと感じ取ることになった。  

 

講義を受けたことから、地方自治体の人口動向は、どのよ

うになっているのか、地域差はどのようであるかの研究の

必要性、国の人口減少対策に加えた地方特有の施策、自治体

間競争をリードできる施策、若い世代の結婚観の調査、結婚

しやすい環境づくりの必要性を改めて感じることになっ

た。  

 


